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第
３
回
定
例
会
で
、
決
算
特

別
委
員
会
に
付
託
さ
れ
た
、
平

成　

年
度
各
会
計
決
算　

件
に

１７

１６

つ
い
て
、　

月
６
日
か
ら
４
日

１１

間
の
日
程
で
審
査
を
行
い
ま
し

た
。
各
決
算
に
対
す
る
主
な
質

疑
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

質
疑　

い
じ
め
問
題
へ
の
対
応

に
つ
い
て
伺
い
た
い
。

答
弁　

い
じ
め
は
、
子
供
の
心

身
の
健
全
な
成
長
に
影
響
を
及

ぼ
す
深
刻
な
問
題
で
、
ど
の
学

校
に
も
起
こ
り
う
る
と
い
う
認

識
の
も
と
、
教
育
委
員
会
と
し

て
取
り
組
む
べ
き
緊
急
の
課
題

と
考
え
て
い
る
。

　

こ
れ
ま
で
の
対
応
は
、
平
成

６
年
に
学
校
関
係
者
、
Ｐ
Ｔ
Ａ

お
よ
び
地
域
の
方
々
で
構
成
す

る
「
い
じ
め
等
対
策
委
員
会
」

を
設
置
し
、
「
親
子
フ
ォ
ー
ラ

ム
」
の
開
催
、
「
子
供
の
悩
み

相
談
電
話
」
の
開
設
、
啓
発
用

パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
作
成
な
ど
を

行
っ
て
き
て
い
る
。

　

ま
た
、
合
同
校
長
会
議
で
は
、

教
育
委
員
会
と
の
連
携
を
密
に

し
て
問
題
の
解
決
に
あ
た
る
よ

う
に
具
体
的
な
指
導
を
行
っ
て

い
る
ほ
か
、
教
職
員
へ
の
支
援

は
、
学
校
管
理
職
に
よ
る
支
援

体
制
の
充
実
に
努
め
る
ほ
か
、

研
修
の
実
施
、
相
談
窓
口
の
開

設
な
ど
を
行
っ
て
い
る
。

　

今
後
も
、
各
学
校
、
家
庭
と

情
報
を
共
有
し
て
実
態
把
握
に

努
め
な
が
ら
、
い
じ
め
は
人
間

性
を
否
定
す
る
行
為
で
あ
り
、

絶
対
に
許
さ
れ
る
も
の
で
は
な

い
と
い
う
原
則
に
基
づ
い
て
対

応
し
た
い
。

　
質
疑　

若
年
者
へ
の
雇
用
促
進

の
取
り
組
み
状
況
を
伺
い
た
い
。

答
弁　

新
規
高
卒
者
を
含
め
た

若
年
労
働
者
の
就
職
率
の
向
上

と
地
元
就
職
の
促
進
を
図
る
た

め
、
新
規
高
卒
者
向
け
と
し
て

「
高
校
生
の
た
め
の
就
職
セ
ミ

ナ
ー
」
を
実
施
し
て
い
る
ほ
か
、

未
就
職
の
高
卒
者
を
は
じ
め
と

す
る
若
年
者
を
対
象
に
シ
ン
ポ

ジ
ウ
ム
の
開
催
や
個
別
の
キ
ャ

リ
ア
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
な
ど
を

行
う
若
年
者
就
職
サ
ポ
ー
ト
対

策
事
業
を
実
施
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
北
海
道
が
設
置
し
、

若
年
者
に
対
す
る
就
職
支
援
サ

ー
ビ
ス
を
総
合
的
に
提
供
す
る

ジ
ョ
ブ
カ
フ
ェ
函
館
の
利
用
促

進
に
も
努
め
て
い
る
。

　

今
後
も
函
館
公
共
職
業
安
定

所
な
ど
関
係
機
関
と
連
携
を
図

り
な
が
ら
効
果
的
な
就
職
の
支

援
を
行
い
た
い
。

質
疑　

港
町
ふ
頭
の
土
地
売
却

の
状
況
と
ポ
ー
ト
セ
ー
ル
ス
の

推
進
に
つ
い
て
伺
い
た
い
。

答
弁　

港
町
ふ
頭
の
土
地
売
却

は
、
岸
壁
の
供
用
開
始
や
コ
ン

テ
ナ
ヤ
ー
ド
の
整
備
な
ど
物
流

基
盤
が
一
定
程
度
整
っ
て
き
た

こ
と
か
ら
、
こ
れ
ら
の
活
用
を

図
る
こ
と
を
主
な
目
的
と
し
て
、

昨
年
か
ら
分
譲
を
開
始
し
、
道

南
圏
域
企
業
へ
の
Ｐ
Ｒ
活
動
な

ど
実
施
し
て
き
た
が
、
現
在
ま

で
契
約
に
至
っ
て
い
な
い
状
況

で
あ
る
。

　

今
後
は
、
新
た
に
首
都
圏
企

業
を
対
象
と
し
た
Ｐ
Ｒ
活
動
に

取
り
組
む
と
と
も
に
、
海
外
に

対
し
て
も
検
討
・
研
究
し
、
ふ

頭
施
設
と
連
結
し
た
効
率
的
な

土
地
利
用
が
図
ら
れ
る
よ
う
企

業
の
立
地
促
進
に
向
け
た
取
り

組
み
を
強
化
し
た
い
。

　

ポ
ー
ト
セ
ー
ル
ス
は
、
函
館

港
の
利
用
メ
リ
ッ
ト
が
除
々
に

浸
透
し
、
コ
ン
テ
ナ
貨
物
取
扱

量
が
増
加
傾
向
に
あ
る
。

　

ま
た
、
函
館
港
に
お
け
る
旅

客
船
の
入
港
は
、
道
内
ト
ッ
プ

ク
ラ
ス
の
実
績
を
上
げ
続
け
て

お
り
、
こ
れ
ま
で
の
ポ
ー
ト

セ
ー
ル
ス
活
動
の
効
果
は
大
き

な
も
の
と
考
え
て
い
る
。

　

今
後
も
地
域
経
済
の
振
興
・

発
展
に
向
け
、
関
係
機
関
と
連

携
し
て
ポ
ー
ト
セ
ー
ル
ス
活
動

を
展
開
し
、
コ
ン
テ
ナ
航
路
の

利
用
促
進
や
旅
客
船
の
寄
港
誘

致
を
進
め
て
い
く
ほ
か
、
若
松

旅
客
船
ふ
頭
の
早
期
整
備
に
向

け
、
国
に
対
し
、
強
く
要
望
し

た
い
。

　　
質
疑　

国
民
健
康
保
険
料
の
収

納
対
策
に
つ
い
て
伺
い
た
い
。

答
弁　

国
民
健
康
保
険
の
財
政

状
況
は
、
好
ま
し
い
状
況
で
は

な
い
と
理
解
し
て
お
り
、
保
険

料
の
負
担
の
公
平
を
図
る
う
え

か
ら
も
、
納
付
交
渉
は
滞
納
保

険
料
の
多
寡
に
か
か
わ
ら
ず
、

き
め
細
か
く
行
っ
て
い
る
。

　

納
付
に
応
じ
な
い
世
帯
は
、

短
期
保
険
証
や
資
格
証
明
書
を

交
付
し
て
保
険
料
の
納
付
の
改

善
を
促
し
て
お
り
、
負
担
能
力

が
あ
り
な
が
ら
納
付
意
志
の
見

ら
れ
な
い
場
合
は
、
今
後
も
財

産
調
査
を
実
施
し
滞
納
処
分
の

強
化
に
努
め
た
い
。

�
�
�
�
�
�
�
�
	

�
�
�
�
�
�
�
�
	

�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
	



�
�
�
�
�
�
�
�
	



�
�
�
�
�
�
�
�
	

�
�
�

港町ふ頭港町ふ頭　
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◎＝満場一致で認定
○＝賛成多数で認定

○　一般会計
◎　港湾事業
○　国民健康保険事業
○　自転車競走事業　　　　　　
◎　奨学資金　　　　　　　　　
◎　水産物地方卸売市場事業　　
◎　老人保健医療事業　　　　　　
◎　介護保険事業
◎　風力発電事業
◎　母子寡婦福祉資金貸付事業
◎　中央卸売市場事業
◎　病院事業　　　　　　　　　企
◎　水道事業　　　　　　　　　業
◎　温泉事業　　　　　　　　　会
◎　公共下水道事業　　　　　　計
◎　交通事業

特
別
会
計

◎
北
海
道
後
期
高
齢
者
医
療
広

　

域
連
合
の
設
立

　

高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関

す
る
法
律
に
よ
り
、
平
成　

年
２０

４
月
か
ら　

歳
以
上
の
方
等
を

７５

対
象
と
し
た
新
た
な
後
期
高
齢

者
医
療
制
度
が
創
設
さ
れ
る
こ

と
と
な
り
、
こ
の
後
期
高
齢
者

医
療
の
事
務
を
処
理
す
る
た
め
、

地
方
自
治
法
の
規
定
に
基
づ
き

規
約
を
定
め
、
北
海
道
内
す
べ

て
の
市
町
村
が
加
入
す
る
北
海

道
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
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を
設
立
す
る
も
の
で
す
。
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質
疑　

戸
井
ウ
ォ
ー
タ
ー
パ
ー

ク
の
指
定
管
理
者
の
応
募
資
格

の
考
え
方
に
つ
い
て
伺
い
た
い
。

答
弁　

戸
井
ウ
ォ
ー
タ
ー
パ
ー

ク
の
指
定
管
理
者
の
応
募
資
格

の
要
件
に
つ
い
て
は
、
地
方
自

治
法
の
兼
業
禁
止
規
定
の
考
え

方
を
準
用
し
て
お
り
、
仮
に
議

員
が
団
体
の
理
事
等
で
あ
っ
て
、

そ
の
指
定
管
理
者
の
業
務
が
当

該
団
体
の
業
務
の
主
要
部
分
を

占
め
る
場
合
は
、
応
募
資
格
が

な
い
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
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◎
市
道
の
路
線
認
定
お
よ
び
廃

　

止
な
ら
び
に
変
更

　

開
発
行
為
に
よ
る
帰
属
道
路

お
よ
び
寄
付
を
受
け
た
私
有
道

路
な
ど　

路
線
の
市
道
認
定
、

５５

路
線
見
直
し
な
ど
に
よ
る
２
路

線
の
廃
止
、
既
存
認
定
路
線
の

見
直
し
に
よ
る
９
路
線
の
変
更

で
す
。 �

�
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人
権
擁
護
委
員
候
補
者
の
推
薦

　
　

大　

瀧　

裕　

善　

さ
ん

　

第
４
回
定
例
会
で
委
員
会
提

案
お
よ
び
議
員
提
案
さ
れ
た
意

見
書
は
、
次
の
８
件
で
す
。

◎
医
師
・
看
護
師
等
の
増
員
を

　

求
め
る
意
見
書

○
季
節
労
働
者
の
「
特
例
一
時

　

金
」
現
行
維
持
及
び
通
年
雇

　

用
の
促
進
に
関
す
る
意
見
書

○
北
海
道
教
育
委
員
会
「
新
た

　

な
高
校
教
育
に
関
す
る
指

　

針
」
の
撤
回
・
再
考
を
求
め
、

　

地
域
性
や
子
供
の
実
態
に
応

　

じ
た
高
校
づ
く
り
を
実
現
す

　

る
意
見
書

○
２
０
０
７
年
度
国
家
予
算
編

　

成
に
お
け
る
義
務
教
育
無
償
、

　

義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度

　

の
堅
持
と
負
担
率
１
／
２
復

　

元
を
求
め
る
意
見
書

◎
「
法
テ
ラ
ス
」
の
更
な
る
体

　

制
整
備
・
充
実
を
求
め
る
意

　

見
書

○
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
の
改

　

善
を
求
め
る
意
見
書

◎
家
庭
用
灯
油
の
価
格
を
抑
え
、

　

安
定
供
給
を
求
め
る
意
見
書

◎
日
豪
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
関
す
る
意
見

　

書
（
全
文
掲
載
）

◎
＝
満
場
一
致
で
可
決

○
＝
賛
成
多
数
で
可
決

　

討
論
は
、
本
会
議
最
終
日
に

各
委
員
会
審
査
の
報
告
を
受
け

て
、
議
案
に
対
し
て
の
賛
成
・

反
対
の
意
見
を
述
べ
、
賛
同
を

求
め
る
も
の
で
す
。

　

日
本
共
産
党
は
、
一
般
会
計

補
正
予
算
、
北
海
道
後
期
高
齢

者
医
療
広
域
連
合
の
設
立
に
対

し
、
「
後
期
高
齢
者
医
療
制
度

は
、　

歳
以
上
の
高
齢
者
を
国

７５

民
健
康
保
険
や
社
会
保
険
な
ど

か
ら
切
り
離
し
、
後
期
高
齢
者

だ
け
を
被
保
険
者
と
し
た
医
療

保
険
制
度
で
、　

歳
以
上
の
後

７５

期
高
齢
者
は
最
も
病
気
に
か
か

り
や
す
く
医
療
費
も
か
か
る
世

代
で
あ
り
、
こ
の
後
期
高
齢
者

を
他
の
世
代
か
ら
切
り
離
し
、

自
分
た
ち
の
保
険
料
で
支
え
合

い
な
さ
い
と
い
う
本
制
度
は
、

保
険
料
が
２
年
ご
と
に
改
定
さ

れ
値
上
げ
さ
れ
る
仕
組
み
と
な

っ
て
お
り
、
こ
れ
ら
に
よ
り
受

診
抑
制
に
つ
な
が
り
、
高
齢
者

の
命
と
健
康
に
重
大
な
影
響
を

も
た
ら
す
。
ま
た
、
後
期
高
齢

者
医
療
制
度
は
従
来
の
広
域
連

合
と
は
違
い
、
法
律
に
よ
っ
て

市
区
町
村
に
広
域
連
合
加
盟
を

義
務
づ
け
て
お
り
、
高
齢
者
に

保
険
料
値
上
げ
や
差
別
医
療
を

押
し
つ
け
る
た
め
の
内
容
や
ス

ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
一
方
的
に
決
め
、

脱
退
も
認
め
な
い
と
い
う
、
こ

の
よ
う
な
後
期
高
齢
者
医
療
制

度
の
実
施
を
容
認
で
き
な
い
」

と
し
て
反
対
の
討
論
を
行
い
ま

し
た
。

　

こ
の
ほ
か
賛
成
・
反
対
の
討

論
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。
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　政府においては、現在、豪州とのＦＴＡ（自由貿易協定）を柱としたＥ
ＰＡ（経済連携協定）締結交渉入りに向けて、最終段階の調整を行ってい
ます。
　豪州からの輸入状況をみると、農林水産物輸入の占める割合が２８％と高
く、特に、米、麦、肉類、乳製品、砂糖等、その多くが北海道の主要農畜
産物と競合しております。
　ＦＴＡにおいては、すべての分野の関税撤廃が原則であり、豪州におい
ては、これまで、ほとんど例外品目を認めておりません。
　このため、ひとたび交渉入りした場合、関税が撤廃される可能性は極め
て高く、その後の他国への波及も予期され、北海道農業は壊滅的打撃をこ
うむり、我が国の食糧自給率の大幅な低下は必至であります。
　よって、政府ならびに国会は、国内の農業と地域経済に決定的なダメー
ジを与え、国民のいのちと暮らしを脅かす可能性が極めて高い現時点の状
況を踏まえ、日本・豪州ＦＴＡ交渉にあたっては、関税撤廃の扱いに対し
例外措置を設けるなど慎重な対応をするよう強く要望いたします。

　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。

  　平成１８年１２月１９日

                 函館市議会議長　福　島　恭　二　　


